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Ⅰ 被災者への支援 

 

 

１ 暮らし・住宅再建の支援  

 

(１)緊急対応  

①災害救助法の適用     

平成 29 年 7 月 5 日 

②災害派遣要請      

区  分 期  間 規  模 

自衛隊 平成 29 年 7 月 5日～13 日 延べ 3,526 人  

緊急消防援助隊 平成 29 年 7 月 5日～10 日 4 県 453 隊 延べ 1,690 人  

大分県常備消防 

相互応援協定による部隊 
平成 29 年 7 月 5日～6 日 1 局 2 本部 8 隊 延べ 40 人  

広域緊急援助隊（警察） 平成 29 年 7 月 5日～10 日 6 県 延べ 410 人  

※各航空部隊を除く。 

③指定避難所の設置（避難者数の最大値及びその際の指定避難所数）    

避 難 所 開 設 期 間 箇所数 避難者数 

指定避難所 平成 29 年 7 月 5日～8月 31 日 42 箇所 954 人 

福祉避難所 平成 29 年 7 月 8日～7月 25 日 3 箇所 4 人 

④災害ボランティア等による支援 

○居住空間の確保を目的とした復旧活動 

ボランティアセンター名 開 設 期 間 
ボランティア数 

（延べ人数） 

活動 

件数 

日田市災害ボランティアセンター 平成 29 年 7 月 8日 

～8月 27 日 
4,207 人 164 件 

日田市災害ボランティアセンター 

大鶴サテライト 

平成 29 年 7 月 16 日 

～8月 27 日 
5,133 人 193 件 

○被災者の多様なニーズに対応するための支援活動 

ボランティアセンター名 開 設 期 間 
ボランティア数 

（延べ人数） 

活動 

件数 

ひちくボランティアセンター 
平成 29 年 9 月 1日～ 

平成 30 年 6 月 30 日 
3,001 人 381 件 

⑤災害救助法に基づく現物給付【平成 29 年 8 月完了】 

給付世帯数 32 世帯 
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⑥災害救援物資の受入【平成 29 年 8 月完了】 

支援物資提供先：207（企業 110、団体 24、個人 52、他市町村 21） 

種 類 品  目 備  考 

飲 料 水 水、お茶、経口補水液、野菜ジュース 等  

食 料 等 レトルト食品、パン、缶詰、カップ麺等  

日 用 品 タオル類、マスク、軍手、紙オムツ、歯磨き粉 等  

医薬品等 絆創膏、解熱鎮痛剤、胃腸薬、体拭きシート 等  

そ の 他 

電動アシスト自転車 8 台無償借受 

自動車 5 台無償借受 

ウォーターサーバー機 6 台無償借受 

寝具、炊飯ジャー、調理器具、洗濯機、高圧洗浄機 等  

避難所での炊き出し状況 

区 分 ボランティア 市 

箇 所 数 7 避難所 20 避難箇所 

日 数 19 日（8月 3日最後） 59 日（7月 5日～9月 1日） 

延べ食数 6,388 食 10,808 食 

団 体 数 20（13 企業、7団体） － 

⑦住宅の応急修理【平成 29 年 10 月完了】 

件 数 60 件 

⑧災害救助法に基づく障害物除去【平成 29年 9月完了】 

・住宅等に流入した土砂等の撤去（市単独事業分を除く） 

件 数 30 件 

・合併処理浄化槽等に流入した土砂撤去（市単独事業分を除く） 

件 数 33 件 

⑨日赤災害救援物資【平成 29年 8月完了】 

救援物資 配付実績 

毛 布 1,429 枚 

緊急セット 174 個 

ブルーシート 550 枚 

 

 (２)被災者の生活再建に向けた支援  

①災害弔慰金等の支給 

○災害弔慰金の支給【平成 30年（2018）3月完了】 

人 数 1 件 2 名 
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○消防賞じゅつ金の支給【平成 30年（2018）3月完了】 

人 数 1 名 

②災害障害見舞金の支給（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

人 数 － 

③災害援護資金の貸付【平成 29 年 10 月完了】 

人 数 内  訳 

7 名 全壊：2人、半壊：5人 

④災害援護資金貸付金利子補給（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

人 数 8 件 

延べ人数 12 人 

※Ｈ24 貸付分で、Ｈ29.7.5 以降償還分 

 

 (３)被災住宅の再建に向けての支援  

①被災者生活再建支援制度による支援金（国の制度）（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

区  分 件 数 内  訳 

基礎支援金 63 件 
全壊 35 件、大規模半壊 26 件 

大規模半壊解体１件、半壊解体 1件 

加算支援金 28 件 建設・購入 13件、補修 12 件、賃貸 3件 

②大分県災害被災者住宅再建支援制度による支援金(県の制度)  

（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

区  分 件 数 内  訳 

基礎支援金 322 件 半壊 216 件、床上浸水 106 件 

加算支援金 162 件 補修等 147 件、賃貸 15件 

④り災証明の発行 

○り災証明書申請等の状況（家屋分）【平成 31（2019）年 3月完了】 

申請件数 調査件数 発行件数 損壊なし 

838 件 838 件 820 件 18 件 

り災証明発行件数の内訳 

 区 分 全 壊 大規模半壊 半 壊 床上浸水 床下浸水 総 数 

住 家 54 棟 40 棟 265 棟 164 棟 237 棟 760 棟 

非住家 48 棟 １棟 47 棟 360 棟 23 棟 479 棟 

※発行件数の内訳は、り災証明を発行した家屋棟数の合計 

○り災証明書申請等の状況（動産分）【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 194 件 
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⑤原材料等の支給による住宅や店舗等の復旧支援 

○「木づかい促進事業」の拡充（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 内  訳 

92 件 建替：15件、修繕：77件 

⑥住宅等に流入した土砂撤去に対する支援（市単独事業）【平成 30（2018）年 3月完了】 

件 数 13 件 

⑦浄化槽等に対する補助 

○浄化槽設置整備事業補助金（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 － 

○合併処理浄化槽等に流入した土砂の撤去（市単独事業）【平成 29 年 10 月完了】 

件 数 57 件 

⑧被災家屋等解体・撤去支援事業補助金【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 金  額 

64 件 140,943,448 円  

 

 (４) 被災者の応急的な住宅などへの受入支援と継続的支援  

①被災者への借上型応急仮設住宅（みなし仮設住宅）の提供  

②被災者への借上型応急賃貸住宅（市独自制度）の提供   

③被災者への市営住宅などの公共施設の提供        

応急的な住宅の借上・受入実績（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

応急的な住宅 提供実績 受入実績 現在の避難数 

①借上型応急仮設住宅 24 戸 24 世帯 74人 14 世帯 34人 

②借上型応急賃貸住宅 24 戸 24 世帯 60人 3 世帯 6 人 

③公共施設 市営住宅 19 戸 19 世帯 44人 8 世帯 12人 

 県営住宅 2 戸 2 世帯 4人 1 世帯 2人 

 県職員住宅 4 戸 4 世帯 10人 3 世帯  6 人 

 県教職員住宅 2 戸 2 世帯 5人 0 世帯 0人 

 国家公務員宿舎 2 戸 2 世帯 6人 1 世帯 2人 

 計 29 戸 29 世帯 69人 13 世帯 22人 

合計 77 戸 77 世帯 203 人 30 世帯 62人 

④被災者への避難所としての旅館、ホテル宿泊の提供【平成 29年 9月完了】 

人 数 １世帯 2人 

⑤三世代同居世帯リフォーム支援事業（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 1 件 
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(５)被災者への地域内移転等の支援  

地域住民と意見交換等を行いながら検討中。 

 ○地域内移転事業の対象者（予定） 

  ・大鶴、夜明地区及び小野地区に居住し、全壊や大規模半壊などの住宅被害を受けた

被災者で、事業実施を希望する方 

・被災は受けていないが、現在の住宅の場所に不安を抱いている方で、転居を希望す

る方 

 ○市営住宅の建設及び住宅分譲地の造成候補地 

  大鶴・夜明地区：日田市大字夜明 1514 番の一部 （市営住宅 3戸） 

          （完成予定：平成 31（2019）年 7月末） 

  小 野 地 区：未定 

○応急的な住宅入居者への入居期間の延長支援 

建設中の市営住宅が完成する前に入居期限を迎える方については、市営住宅が完成す

るまでの間、入居期間を延長する支援を行う。 

○小野地区地質調査の実施【平成 30（2018）年 4月完了】 

小野地区の住宅再建を進めるにあたり、住民が不安視する大規模土砂崩落個所から小

野小学校までの山腹の安全について、大分県により地表のレーダー解析・現地踏査調

査を実施し、地滑りの緊急性がないことを確認。 

○その他 

住宅を独自に再建する方への支援についても、検討する。 

 

(６)水道施設の復旧  

①応急復旧、本復旧 

○梛野給水施設本復旧【平成 30（2018）年 5月完了】 

災害復旧事業は、平成 29年 12 月中旬までに災害査定を終了し、工事完了。 

○小規模給水施設の復旧への支援（水道未普及地域整備補助事業） 

（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 3 件 

 

(７)下水道施設の復旧  

①応急復旧、本復旧 

○大明地区農業集落排水施設本復旧【平成 31（2019）年 2月完了】 

災害復旧事業は、平成 29 年 12 月末までに災害査定を終了し、平成 30（2018）年度か

ら工事に着手して完了した。 
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 (８)税金、使用料・手数料等の減免  

①市税の減免（市県民税、固定資産税、国民健康保険税）【平成 30（2018）年 3月完了】 

市 税 件 数 

市 県 民 税 285 件 

固 定 資 産 税  312 件 

国民健康保険税 137 件 

②国民健康保険の一部負担金の減額、免除及び徴収猶予【平成 30（2018）年 3月完了】 

件 数 － 

③保育料の減免【平成 29年 12 月完了】 

人 数 内  訳 

6 名 減額：3名、免除：3名 

④後期高齢者医療保険料の減免等及び一部負担金の支払の減額、免除 

【平成 30（2018）年 9月完了】 

件 数 55 件 

⑤介護保険料の減免【平成 30（2018）年 3月完了】 

件 数 312 件 

⑥介護サービス等の利用料の軽減【平成 30（2018）年 7月完了】 

件 数 21 件 

⑦水郷テレビ使用料の減免【平成 30 年（2018）3月完了】 

使 用 料 470 件 1,458,480 円 

引込工事費 8 件 164,560 円 

⑧上下水道料金等の減免 

・上下水道利用者の平成 29 年 7 月及び 8月の使用料金の減免。 

【平成 29年 9月完了】 

上下水道料金 21,707 件 22,975,910 円 

・全壊、大規模半壊となった世帯の平成 29年 7月分の上下水道料金の減免。（全額） 

【平成 30（2018）年 9月完了】 

上下水道料金 65 件 167,850 円 

・床上浸水等で一時的に応急仮設住宅、応急賃貸住宅、市営住宅等に入居する場合に上

下水道料金及び開閉栓手数料の全額免除を一時入居終了（最長 1年）まで実施。 

【平成 30（2018）年 11月完了】 

上下水道料金 1,268 件 3,010,070 円 

開閉栓手数料 113 件 33,900 円 

⑨し尿処理手数料の減免【平成 31（2019）年 3月完了】 

し尿処理手数料 264 件 1,032,328 円 
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⑩災害廃棄物処理手数料の免除（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

災害廃棄物処理手数料 2,447 件 4,132 トン 

⑪その他使用料・手数料の減免（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

区  分 件 数 金 額 

税務証明等 37 件 11,100 円 

住 民 票 等 505 件 151,500 円 

印鑑登録等 49 件 21,100 円 

 

(９)義援金等の募集、配分  

①義援金等の受付額（平成 29年 7月 9日募集開始）（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

区  分 金  額 

日田市災害支援金 352,300,260 円 

大分県からの配分額 978,972,676 円 

合  計 1,331,272,936 円 

②日田市災害義援金等配分委員会による配分（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

配分額 1,163,947,802 円 

※大分県・日田市分合計 

③ふるさと納税【平成 30（2018）年 7月完了】 

災害復旧支援分 60,404,141 円 

 

(１０)次に備える防災体制の強化・見直し  

①災害応急体制の検証【平成 30（2018）年 5月完了】 

災害対応検証会議の検証結果をもとに、地域防災計画の改正案に反映し、平成 30 年 5 月

の防災会議に諮り、改正を実施。 

災害対応検証会議 2 回 

②自主防災組織の活動への支援 

○防災士の育成（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

人 数 532 人 

○自主防災組織への支援（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

モデル自治会の指定（累計） 2 自治会 

○防災訓練の充実と防災意識向上の取組 

地域の実情に合わせた訓練内容と市民の意識向上を図る取組を検討。 

③避難所配置計画の見直し（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

避難所の調査を 104 自治会に実施。 
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④災害時応援協力協定等の強化（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

協定締結団体数 18 民間団体 

⑤災害情報の新たな周知方法の検討（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

多様な災害情報の周知方法として、280MHz 帯防災行政無線の導入を進めることとし、現

在実施設計を行っている。引き続き、平成 31 年度中に整備工事に着手予定。 

なお、ＦＭコミュニティ放送については、調査の結果、市内全域を網羅して情報を提供

することが困難と判断。 

⑥被災地域のコミュニティづくり（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

地域おこし協力隊員 2 名 

⑦災害ボランティアのネットワークづくり 

日田市災害ボランティアネットワーク連絡協議会を平成 30（2018）年 2月 13 日に設立。 

今後は協議会を中心に会議や研修会等を随時開催。 

⑧民間ボランティア団体等の活動支援 

随時、開催 

⑨振興局設備の災害対策強化  

振興局名 整備内容 完了予定 

天瀬振興局 

自家発電設備整備 

高圧受電設備整備 

情報通信基盤 2次拠点施設整備 

平成 31（2019）年 5月完了予定 

平成 31（2019）年 3月完了 

平成 31（2019）年 3月完了 

前津江振興局 

中津江振興局 

上津江振興局 

移動式発電機購入 平成 30（2018）年 6月完了 

 

２ 医療・福祉・保健衛生  

(１)緊急対応  

①避難所、被災地域への医療救護活動【平成 29年 7 月完了】 

期 間 

平成 29 年 7 月 6 日～7月 21 日 

②避難所における保健衛生活動【平成 29 年 7 月完了】 

期 間 延べ人数 

平成 29 年 7 月 6 日～7月 28 日 1,027 人 

③被災時における日赤奉仕活動【平成 31（2019）年 3月完了】 

日赤奉仕団による防災セミナー等参加者 延べ 353 人 

アマチュア無線奉仕団による移動通信訓練 延べ 30 人 
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(２)被災者の健康管理 （平成 31（2018）年 3月 31 日現在） 

○被災地区の被災者への訪問（平成 29年 7月 13 日～） 

延べ世帯数 備  考 

195 世帯 包括支援センターや民間ボランテイアとの連携 

○市営住宅など公共施設や、市が借り上げた賃貸住宅等への訪問（平成 29 年 8月 25 日～） 

延べ世帯数 備  考 

155 世帯 
電話による見守り 11 世帯 

包括支援センターや、ボランテイアとの連携 

 ○被災地区における健康教室の開催 

回 数 1 回 

 

(３)被災地の防疫活動  

○感染症を防止するために被災地の消毒を実施【平成 29 年 8 月完了】 

件 数 928 件 

○市民への消石灰・消毒液の無料配布【平成 29年 9 月完了】 

消石灰 1,728 袋 

消毒液 1,025 本 

 

(４)施設等の復旧  

①こども園・保育園の復旧【平成 29 年 8 月完了】 

○児童、職員の安否確認と園舎の被災状況の確認 

豪雨翌日の 6日に、市内全施設の児童、職員の安全を確認。 

白毫こども園では、送迎道路が通行不可となり、保護者が迎えに行けないため、9人の

園児が保育士と共に園で一夜を過ごし、翌日には園児全員が自宅に戻った。 

○認定こども園、保育園（園舎等）の被災状況 

一部床下浸水：月隈こども園、みのり保育園、朝日こども園 

一部床上浸水：夜明にこにこ保育園 

送迎道路の通行不可：白毫こども園、小野保育園 

○復旧状況 

・一部床下浸水施設（月隈こども園、みのり保育園、朝日こども園） 

専門業者及び職員により水抜きや清掃を行い、被災した 2日後には保育を再開。 

・一部床上浸水施設（夜明にこにこ保育園） 

床板の張替えや清掃・消毒を実施した。その期間は近隣の公民館、児童館、地区内

小学校を借用。平成 29年 8月 24 日に自園での保育を再開。 
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・送迎道路の通行不可施設（白毫こども園、小野保育園） 

白毫こども園は、被災した翌日には道路が通行可能となり休園は 1 日だけで保育を

再開。 

小野保育園は、主な送迎道路となる県道が通行不可となり、また仮復旧にかなり時

間を要した事から、公立こども園の一部で保育を行った。平成 29年 8月 2日から自

園にて保育を再開。 

○被災した園児への支援 

・心のケア 

被災した夜明にこにこ保育園、白毫こども園、小野保育園に中津児童相談所より児

童心理士 3人が訪問。（平成 29年 7月 11 日） 

 

 (５)災害に備えた支援体制の確立  

①高齢者等見守り支援（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

災害時要援護者登録台帳登録者数 1,922 人 

緊急医療情報キット配備者数 8,276 人 

②福祉避難所用備蓄物資等の配備 

配備施設  協定施設（31 施設） 

福祉避難スペース用（本庁及び各振興局） 

備蓄物資  段ボールベッド、間仕切り、毛布、紙おむつ、簡易トイレ等 

④教育・保育施設の相互支援 

被災した施設が復旧するまでの間、他の施設が被災園の園児を預かるなどの相互支援協

定の締結を行う。 

⑤指定避難所備蓄物等の整備 

備蓄物資（毛布）数の維持、職員用パトロールベストの購入 

⑥日田市医師会との医療救護活動の連携 

「災害時の医療救護活動に関する協定」締結（平成 30（2018）年 12月 18 日） 
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Ⅱ 農林業・商工業等への支援 

 

 

１ 農林業の再建  

 

(１)農業者への再建支援  

①相談窓口の設置【平成 30（2018）年 3月完了】 

災害の相談については、現在も受付中。 

②金融支援、共済制度等 

○資金の円滑な融通及び既借入資金の償還を猶予【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 1 件 

○大分県特定災害対策緊急資金の発動【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 4 件 

○被災農業者特別利子助成事業等（国の制度）【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 15 件 

○大分県特定災害対策緊急資金に係る保証料の軽減措置 

【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 1 件 

○既借入制度資金の償還困難者の借換え措置【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 － 

○被災新規就業者への「農業次世代人材投資事業」による支援の継続 

【平成 30（2018）年 3月完了】 

件 数 2 件 

○被災農地（農地中間管理事業を活用した借入農地）の賃借料支援 

【平成 30（2018）年 3月完了】 

筆 数 賃借料 

16 筆 313,858 円 

○農業共済制度の活用【平成 30（2018）年 3月完了】 

区  分 戸 数 対 象 支払共済金 

農作物共済（水稲） 265 戸 64.06ｈａ 19,023 千円 

家畜共済 1 戸 1 頭 103 千円 

園芸施設共済 7 戸 20 棟 3,320 千円 
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③被災農家の負担軽減 

○園芸産地緊急支援事業【平成 30（2018）年 3月完了】 

区  分 件 数 助 成 金 額 

 

土壌改良対策 

梨 12 件 1,594 千円 

ぶどう 4 件 319 千円 

合 計 16 件 1,913 千円 

○農業施設等復旧支援事業 

・国庫活用間接型（融資主体補助型経営体育成支援事業） 

（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

年 度 件 数 助 成 金 額 

平成 29 年度実績 14 件 54,360 千円 

平成 30 年度実績 5 件 40,839 千円 

合  計 19 件 95,199 千円 

・県単活用型（営農再開支援対策）（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

年 度 件 数 助 成 金 額 

平成 29 年度実績 50 件 35,586 千円 

平成 30 年度実績 8 件 9,105 千円 

平成 31 年度予定 2 件 5,017 千円 

合  計 60 件 49,708 千円 

・国庫活用直採型（平成 29 年梅雨期豪雨対応産地緊急支援事業） 

【平成 30（2018）年 3月完了】 

年 度 件 数 助 成 金 額 

平成 29 年度実績 4 件 5,166 千円 

○産直野菜増産ミニハウス等導入事業の拡充（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

年 度 件 数 助 成 金 額 

平成 30 年度実績 20 件 7,240 千円 

平成 31 年度予定 25 件 5,728 千円 

合計 45 件 12,968 千円 

○被災園芸ハウスの撤去・処分（環境省災害等廃棄物処理事業費補助金） 

【平成 30（2018）年 3月完了】 

件 数 助 成 金 額 

12 箇所 11,232 千円 
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○新たな梨団地整備（リース団地） 

「日田梨創造的復興プロジェクト」会議（梨部会、県、市、ＪＡ）の中で、新規梨園地

の整備に向けた協議中。 

○園芸ハウスのリース団地化 

基盤整備事業の計画とあわせた、水田の畑地化や新たな園芸リース団地の整備の可能

性については、運営主体の有無を踏まえ、関係者と協議中。 

○畜産農家への支援【平成 30（2018）年 3月完了】 

年 度 件 数 助 成 金 額 

乳牛導入 9 件 7,825 千円 

酪農関係施設等 15 件 7,646 千円 

養豚関係施設等 7 件 1,660 千円 

合  計 31 件 17,131 千円 

④被災農地における大区画化、水田の畑地化等の生産基盤の強化に向けた取組 

大肥地区 県営経営体育成基盤整備事業 平成 31（2019）年度事業実施予定 

小野地区 中山間地域総合整備事業(日田地区 2期) 平成 31（2019）年度事業実施予定 

⑤有害鳥獣侵入防止柵の復旧 

○侵入防止柵の再整備に要する資材費の助成（国の制度） 

（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 助 成 金 額 

2 件 931 千円 

○侵入防止柵の本復旧に要する資材費の助成（国の制度で採択されない復旧） 

（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

区 分 件 数 助成金額 

仮 復 旧 15 件 2,132 千円 

本 復 旧 2 件 260 千円 

⑥直売所施設の復旧への支援 

○大鶴地区直売所施設「沙羅」の復旧支援【平成 29 年 9 月完了】 

施設や冷蔵庫など設備等の復旧を支援。 

⑦新たな直売所施設の整備 

関係機関及び地域関係者との意見交換を実施中。 

⑧農業体験交流施設の整備 

農事組合法人大肥郷ふるさと農業振興会が行う農業体験交流施設整備への支援を平成 31

年度実施予定。 
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(２)林業者への再建支援  

①相談窓口の設置【平成 30（2018）年 3月完了】 

災害の相談については、現在も受付中。 

②金融支援等 

○大分県特定災害対策緊急資金の発動（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 － 

○林業・木材産業改善資金の活用（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 － 

○木材産業等高度化推進資金(運転資金)の活用（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 － 

○木材業経営安定資金の活用（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 － 

○乾しいたけ生産安定資金の活用（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 － 

③被災林業者・木材産業事業者及び特用林産物生産者の負担軽減 

○木材加工流通施設、林業機械の復旧・整備への助成【平成 30（2018）年 3月完了】 

件 数 助成金額 

2 件 16,499 千円 

○しいたけ等の生産施設の復旧・整備への助成（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 助成金額 

5 件 5,922 千円 

○林業用機械等の復旧・整備への助成（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

件 数 助成金額 

10 件 2,890 千円 

 

(３)農林業の元気・底力の情報発信  

①復興フェアの開催【平成 29年 11 月完了】 

名  称 開 催 日 

福岡天神きらめき通り復興フェア 平成 29 年 8 月 26 日～27日 

大阪イオン大日店 平成 29 年 9 月  2 日 

水郷日田観光親善大使の平田進也復興ツアー 平成 29 年 10 月 10 日 

九州経済産業局復興フェア 平成 29 年 10 月 18 日 

ＯＡＢ復興フェア 平成 29 年 11 月 18 日～19 日 
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２ 商工業の支援  

 

(１)中小企業への支援  

①相談窓口の設置【平成 30（2018）年 3月完了】 

災害の相談については、現在も受付中。 

②金融支援 

○大分県地域産業振興資金「災害復旧融資（特別融資）」 

【平成 30（2018）年 5月完了】 

件 数 融 資 額 

21 件 224,200 千円 

○大分県チャレンジ中小企業応援資金（新事業展開融資） 

【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 助 成 金 額 

－ － 

○政府系金融機関による融資（災害復旧貸付）【平成 31（2019）年 3月完了】 

件 数 助 成 金 額 

39 件 289,600 千円 

○セーフティネット保証４号の適用認定【平成 30（2018）年 5月完了】 

件 数 13 件 

③早期の売上回復に向けた支援   

○被災地域の小規模事業者への事業持続化支援【平成 29 年 9 月完了】 

採択件数 44 件 

※平成 29年 9月 29 日大分県の審査により決定 

④国（中小企業庁）の支援措置   

○小規模事業者持続化補助金の被災地枠の設定【平成 29 年 10 月完了】 

件 数 助 成 金 額 

5 件 21,360 千円 

○商店街支援補助金（商店街の共有ハード施設復旧）の被災地枠の設定 

【平成 29年 10 月完了】 

件 数 助 成 金 額 

－ － 

 

 

 

 



16 

(２)観光産業の復活への支援  

①情報発信（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

実 施 内 容 回数 

国内、海外にて情報発信力のある有料媒体の活用 17 回 

関東、関西方面のテレビ・雑誌を誘致するメディアインセンティブ 4 回 

大分県やツーリズムおおいた等と連携した正確な観光情報の発信 22 回 

Facebook 投稿  1,599回 

英語のブログサイト記事投稿数 152 回 

②キャンペーン（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

実 施 内 容 回数 

東京・大阪・福岡での観光キャンペーン等を活用した情報発信 27 回 

日田市観光協会等の団体が実施する情報発信やキャンペーン、イベント

等に対する支援 
4 回 

③誘客対策（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

実 施 内 容 回数 

福岡や関東・関西のテレビやラジオ、新聞社などのメディアに対するア

クセス情報等の正確な発信と観光情報ＰＲ 
23 回 

旅行会社等のエージェントに対するアクセス情報等の正確な発信と商

品造成依頼 
54 回 
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Ⅲ 教育施設・文化財等の復旧・復興 

 

 

１ 学校施設･教育の復旧・復興  

 

(１)学校施設の復旧等  

 ○小野小学校の復旧等【平成 30（2018）年 3月完了】 

内  容 完了年月 

校舎、屋内運動場の床下浸水被害の復旧及び施設 

グラウンド周辺へ流入した土砂の撤去 
平成 29 年 10 月完了 

敷地の周辺に浸水対策のコンクリート擁壁の設置 平成 30（2018）年 3月完了 

○大明小中学校の復旧【平成 29（2017）年 8月完了】 

内  容 完了年月 

グラウンドへ流入した土砂、ごみの撤去 平成 29 年 8 月完了 

○戸山中学校の復旧（小野小学校を受入れのため）【平成 30（2018）年 3月完了】 

内  容 完了年月 

特別教室にエアコンの設置 平成 29 年 8 月完了 

間仕切り壁や黒板、遊具等の設置 

職員室と保健室等の確保 
平成 30（2018）年 3月完了 

 

(２)学校教育の対応  

小野小学校での教育活動の再開については、現在関係各課と連携して定期的に保護者説

明会を実施し、きめ細かな説明と意見の集約を行っている。今後も継続して保護者説明

会を実施し、保護者や地域の方々の意見も聞きながら慎重に判断する。 

なお、復旧工事完了後の豪雨期や台風の時期の小野小学校やその周辺の状況が明確でな

いことから、平成 31（2019）年度末までの戸山中学校での授業実施の継続を決定した。 

 

(３)被災した児童・生徒等への支援  

①心のケア 

○被災した学校への臨床心理士やスクールカウンセラーの派遣 

・被災直後（平成 29 年 7月 5 日～7月 19 日） 

派遣人数 学 校 数 

延べ 28 人 小学校 9校、中学校 4校 
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・小野小学校への定期的な派遣（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

派遣人数 延べ 48 人 

 

○「健康アンケート」実施により児童生徒の実態把握【平成 29年 9月完了】 

対  象 実施期間 

市内全小中学校 

（小学校 18 校、中学校 12 校） 
平成 29 年 9 月 11 日～9月 22 日 

※アンケート結果や担任の観察により、気になる児童生徒のケアを各校で継続中。 

②教科書等の給付【平成 29 年 8 月完了】 

区 分 人 数 内  訳 

教科書 11 人 小学校： 9 人、中学校：1人、高等学校：1人 

学用品等 18 人 小学校：14 人、中学校：1人、高等学校：3人 

③安心・安全な通学（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

○公共交通機関の運休や道路の復旧状況を考慮し、臨時バスなどの運行 

・平成 30年１月に路線バスが復旧したことから、路線バスでの通学を再開。 

また、通学路の安全が確保されていない箇所を通学する通学補助対象区域外の生徒

への路線バス定期券の補助を行う。 

なお、平成 30（2018）年度は、スクールバス予備車を臨時バスとして運行しており、

平成 31（2019）年度末までの戸山中学校での授業実施継続期間は運行予定。 

・大明小中学校でＪＲや自転車で通学していた児童生徒については、ＪＲが運行され

ていないことや、通学路の安全が確保されていないことからスクールバスによる送

迎を実施中。 

④その他 

・一時避難を経験した児童生徒 

小学生 中学生 

310 人 132 人 

・臨時休業とした学校 

小学校 中学校 

18 校 12 校 

・１学期終業式及び、２学期始業式の繰上げをした学校 

小学校 中学校 

1 校 1 校 
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２ 社会教育施設・文化財の復旧  

 

(１)社会教育施設の復旧  

 ○西有田公民館の復旧等【平成 29 年 12 月完了】 

内  容 完了年月 

駐車場を舗装整備 平成 29 年 12 月完了 

 ○複合文化施設ＡＯＳＥの復旧【平成 29年 9月完了】 

内  容 完了年月 

雨水排水口からの事務室内への浸水被害の復旧 平成 29 年 9 月完了 

 ○財津町スポーツ広場の復旧 

  グラウンドに隣接する花月川護岸工事については、国土交通省による原形復旧工事が

平成 31（2019）年 3 月に完成。再度の被災を防ぐ改良工事については、地元・市・国

土交通省で検討・協議を続けていく。 

 

(２)文化財の復旧  

①被災した国・県指定文化財の復旧 

○国指定文化財 7件 

復旧済 

名  称 完了年月 

草野家住宅 平成 29 年  8 月完了 

長福寺本堂 平成 29 年  7 月完了 

廣瀬淡窓旧宅 平成 29 年  7 月完了 

行徳家住宅 平成 29 年 10 月完了 

ガランドヤ古墳 平成 29 年 11 月完了 

豆田町伝統的建造物群保存地区水路 平成 30（2018）年 5月完了 

未復旧 

名  称 完了予定 

小鹿田焼の里 平成 31（2019）年度中に完了予定 

○国登録文化財 4件 

復旧済 

名  称 完了年月 

岩尾家住宅 平成 29 年  8 月完了 

山田家住宅 平成 29 年 11 月完了 

井上酒造 平成 29 年  7 月完了 
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未復旧 

名  称 完了予定 

 井上家住宅 復旧方法を検討中 

○県指定文化財：1件 

復旧済 

名  称 完了年月 

石坂石畳道 平成 29 年  9 月完了 

○国重要無形文化財：1件 

復旧済 

名  称 完了年月 

小鹿田焼土かけ窯 

（小鹿田焼の唐臼本体及び基礎部分） 
平成 29 年 12 月完了 
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Ⅳ 社会資本等の復旧・復興 

 

１ 道路・河川等の復旧  

(１)応急復旧  

【市管理】 【完了】 

①道路 

・全面通行止め 50箇所における応急復旧は、完了 

 （全面通行止めとして残る 4箇所(平成 31(2019)年 3月 31 日現在) は、本復旧 

にて対応中） 

②河川 

小野、大鶴、夜明、東有田地区の準用及び普通河川、法定外水路等の復旧を実施 

③砂防関係施設 

・準用河川古田川(砂防河川)  閉塞した河川のしゅんせつを実施し、河道確保 

【県管理】 【完了】  

①道路 

 ・全面通行止め 26 箇所 → 0 箇所（全面通行止め箇所は平成 29 年 8 月 10 日までに

解消) 

②河川 

 大肥川、鶴河内川、小野川、二串川、有田川の応急復旧を実施。 

・護岸の崩壊 洗掘防止のため大型土のうを設置 

・河川の閉塞 閉塞した河川のしゅんせつを実施し、河道確保 

・小野梛野地区の小野川 堆積土砂を撤去し、河道確保 

【国管理】 【完了】 

①河川 

花月川の氾濫で被災した堤防や護岸の中で、緊急を要する 3箇所の応急復旧を 24 時間体

制により実施。 

・光岡橋下流左岸 平成 29 年 7 月 6 日着手～7月 14 日完了 

・渡里橋上流右岸 平成 29 年 7 月 6 日着手～7月 11 日完了 

・清水町住吉右岸 平成 29 年 7 月 6 日着手～7月 14 日完了 
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(２)本復旧  

【市管理】 

・道路、河川、橋梁の本復旧の状況（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

施設名 査定件数 
復  旧  進  捗  状  況 

応急 
本復旧 

査定 
件数 

廃工 
発注 
件数 

県受託 復旧済 

市   道 82 箇所 1 箇所 82 箇所 0 箇所 79 箇所 2 箇所 61 箇所 

河   川 118 箇所 0 箇所 118 箇所 1 箇所 116 箇所 1 箇所 81 箇所 

橋   梁 3 箇所 0 箇所 3 箇所 0 箇所 0 箇所 3 箇所 0 箇所 

合   計 203 箇所 1 箇所 203 箇所 1 箇所 195 箇所 6 箇所 142 箇所 

 ※ 着手率（復旧率） ・市道 100% (76%)、河川 100% (69%)、橋梁 100% ( 0%) 

・うち主な復旧箇所 (市道) 

施 設 名 市 道 名 施 工 箇 所 備 考(完了予定) 

道路 (その他) 露木線及び橋梁 日田市大字小野 
県受託・露木線復旧完了。

橋梁は平成 31年度末。 

道路 ( 1 級 ) 夜明大鶴線び橋梁 日田市大字夜明 河川改修関連 ・ 未 定 

道路 ( 2 級 ) 石原田桐尾線 日田市大字鶴河内 復旧完了 

道路 ( 1 級 ) 日向野大石峠線 日田市大字東有田 復旧完了 

・うち主な復旧箇所 (河川) 

施 設 名 河 川 名 施 工 箇 所 備 考(完了予定) 

準 用 河 川 鰐    川 日田市大字鶴河内 施工中・平成 31 年度末 

準 用 河 川 片 峰 川 日田市大字東有田 施工中・平成 31 年度末 

普 通 河 川 松 山 川 日田市大字小野 施工中・平成 31 年度末 

・原形復旧に加えた既存護岸の嵩上げ等の整備や局部的な改良復旧について 

 本計画の復旧方針に基づき、整備箇所を検討中。 

・大分県の復旧工事に合わせた県道大鶴熊取線と市道夜明大鶴線の合流箇所の改良や、

瀬部地区からの白岩地区を結ぶ市道の改修等について 

 大分県と協議中。 

 

【県管理】  

（１）応急復旧、（２）本復旧の状況 

①道路の復旧   

事業箇所数 
 

応急復旧 査定済 工事着手 本復旧 

39 4 39 39 30 
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（うち主な復旧箇所） 

路線名 場 所 本復旧予定 

宝珠山日田線 日田市小野（梛野地区） 平成 31（2019）年 5月末完了予定 

 

②河川の復旧   

事業箇所数 
 

応急復旧 査定済 工事着手 本復旧 

101 12 101 96 76 

 （うち主な復旧箇所） ＊改良復旧箇所を除く 

河川名 場 所 本復旧予定 

小野川 日田市大字小野 平成 31（2019）年 2月完了 

大肥川 日田市大字大肥 平成 31（2019）年 3月末完了予定 

鶴河内川 日田市大字鶴河内 平成 30（2018）年 12 月完了 

有田川 日田市大字東有田 平成 30（2018）年 5月完了 

（改良復旧事業の実施） 

  ・鶴河内川は、災害復旧助成事業、有田川・小野川は、河川災害関連事業が採択 

（平成 29年 11 月 30 日） 

  ○筑後川水系鶴河内川 

    事 業 名：災害復旧助成事業 

    事 業 費：約 18億円 

    事業期間：平成 29（2017）年度～平成 32（2020）年度 

    事業区間：日田市大肥～鶴河内（約 4.2ｋｍ） 

  ○筑後川水系小野川 

    事 業 名：河川災害関連事業 

    事 業 費：約 11億円 

    事業期間：平成 29（2017）年度～平成 31（2019）年度 

    事業区間：日田市花月～三河町（約 2.6ｋｍ） 

○筑後川水系有田川 

    事 業 名：河川災害関連事業 

    事 業 費：約 8億円 

    事業期間：平成 29（2017）年度～平成 31（2019）年度 

    事業区間：日田市羽田（約 4.5ｋｍ） 
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（河川浸水対策の推進) 

・大肥川において、河川災害復旧等関連緊急事業が採択 

（平成 29年 11 月 30 日） 

（河道等の拡幅や橋梁の改築により治水安全度を高める） 

○筑後川水系大肥川 

    事 業 名：河川災害復旧等関連緊急事業 

    事 業 費：約 50億円 

    事業期間：平成 29（2017）年度～平成 33（2021）年度 

    事業区間：日田市夜明～大肥（約 8.1ｋｍ） 

     ※現在、測量設計を進めながら河道掘削も実施中 

     ※福岡県側は、災害復旧助成事業を実施中 

・花月川、一ノ瀬川等 8河川で河床掘削やパラペット設置などを完了 

・大肥川圏域に簡易水位計を 3基設置し、日田市へ情報提供中 

（計画的な河川整備） 

・「筑後川水系日田圏域河川整備計画（平成 26 年 3 月策定）」の変更作業中 

③砂防関係施設の復旧、土砂災害の防止  

事業箇所数 
 

応急復旧 査定済 工事着手 本復旧 

23  23 23 20 

（うち主な復旧予定箇所） 

河川名 場 所 本復旧年月 

牛王川 日田市大字小野 平成 31（2019）年 3月完了 

（災害関連緊急事業の実施） 

・小野地区、岩戸川は災害関連緊急事業が採択（平成 30（2018）年 2月 1日） 

○小野地区 

    事 業 名：災害関連緊急地すべり対策事業 

    事 業 費：約 13億円 

    事業期間：平成 29（2017）年度 

    事業内容：アンカー工 1式、集水井工 １式、横ボーリング工 1 式 

    進捗状況：集水井、アンカー工施工中 平成 31（2019）年 3月完了 
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○岩戸川 

    事 業 名：災害関連緊急砂防事業 

    事 業 費：約 3.8 億円 

    事業期間：平成 29（2017）年度 

    事業内容：砂防堰堤  2 基 

進捗状況：鋼製スリット施工 平成 31（2019）年 3月完了 

 

【国管理】 

①河川  

 ○花月川では、平成 30（2018）年 2 月から被災した護岸等の復旧や河道掘削に着手。特

に緊急を要する箇所については、平成 30（2018）年の出水期までに対策を完了。 

○その他の被災した箇所については、原形復旧を基本に平成 31（2019）年 3 月末までに

対策を完了。 

（主な復旧箇所） 

河川名 内 容 場 所 本復旧年月 

花月川 

掘削護岸 

災害復旧工事 

日田市三和地区、西有田地

区、友田地区 
平成 31（2019）年 3月完了 

掘削外工事 
日田市北豆田地区、丸の内

地区、友田地区 
平成 31（2019）年 3月完了 

 ○平成 29 年 7 月の集中豪雨を受け、変更作業を進めていた「筑後川水系河川整備計画」

の変更を平成 30（2018）年 3月 29 日に完了。 

 

(３)道路・河川等公共土木施設と農地の災害復旧に係る協議及び調整   

早期の工事着手に努める。 

  

(４)砂防関係施設と治山施設の復旧工事に係る事前協議及び調整   

砂防施設等に係る箇所において、円滑に事業が進むように県との連携強化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 

(５)公共土木施設災害復旧事業の大分県への受託要望   

県の復旧工事と一体施工をすることが効果的な箇所や、技術的難易度の高い公共土木施

設災害を対象に大分県への受託を依頼。 

・県への受託の状況 

管理者 路線・河川名 受託工事内容 
県管理 

河川名 

事業費 

（事務費含む） 

日 田 市 市道小鶴線 夜明橋復旧工事 大肥川 51,203 千円 

日 田 市 市道西嶽線 小園橋復旧工事 鶴河内川 18,454 千円 

日 田 市 市道露木線 露木橋 4号橋復旧工事 露木川 14,461 千円 

日 田 市 準用河川 古田川 
法面対策・閉塞土砂撤去・ 

護岸復旧工事 
古田川 313,507 千円 

日 田 市 市道露木線① 兼用護岸復旧工事 露木川 22,238 千円 

日 田 市 市道露木線② 兼用護岸復旧工事 露木川 7,689 千円 

   計  427,552 千円 

 

 

２ 農地・農業用施設等の復旧  

 

(１)被害状況  

区  分 被害件数 被害額 

農 地 1,609 件 1,907 百万円 

農業用施設  689 件 1,844 百万円 

合 計 2,298 件 3,751 百万円 

 

(２)災害復旧事業  

①国庫補助事業 

○平成 29年 9月 4日から随時査定を受け、事業決定後、早期に工事着手 

（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

区 分 査定件数 復旧対象件数 発注件数 復旧済 

農   地 
263 箇所  

（947 工区） 
196 箇所  

（607 工区） 
180 箇所  

（544 工区） 
66 箇所  

（176 工区） 

農業用施設  
137 箇所  

（187 工区） 
110 箇所  

（149 工区） 
101 箇所  

（137 工区） 
36 箇所  

（45 工区） 

合 計 
400 箇所  

（1,134 工区） 
306 箇所  

（756 工区） 
281 箇所  

（681 工区） 
102 箇所  

（221 工区） 
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②小災害の復旧事業（市単独事業）   

○農地、農業用施設の災害復旧（小災害）に対する補助 

(平成 31（2019）年 3月 31 日現在) 

工 種 件 数 事業費 補助金 

農 地 126 件 64,759 千円 45,299 千円 

施 設 197 件 141,077 千円 119,298 千円 

合 計 323 件 205,872 千円 164,597 千円 

 

(３)被災農地における大区画化、水田の畑地化等の生産基盤の強化に向けた取組（再掲） 

大肥地区 県営経営体育成基盤整備事業 平成 31（2019）年度事業実施予定 

小野地区 中山間地域総合整備事業(日田地区 2期) 平成 31（2019）年度事業実施予定 

 

(４)道路・河川等公共土木施設と農地の災害復旧工事に係る事前協議と調整  

・工法や施工範囲及び発注時期等について、施設管理者と適時に協議を行い、公共土木

工事と合わせ工事実施できるよう調整を図る。 

・随意契約などを活用した迅速かつ効率的な事業実施が可能となるよう、施設管理者か

ら道路・河川等の発注情報等を受ける。 

 

 (５)農地災害復旧のための表土の確保 （平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

表 土 心 土 

10,000 ㎥ 8,000 ㎥ 

 

３ 林地・林道等の復旧  

 

(１)大分県による林地等の復旧  

②本復旧 

 ○林地崩壊等の復旧（災害関連緊急治山事業）（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

地区名 事業箇所 工事着手 復旧箇所 

小野地区 2 箇所 2 箇所 1 箇所 

大鶴地区 7 箇所 7 箇所 2 箇所 

東有田地区 1 箇所 1 箇所 1 箇所 
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 (２)林道等の復旧  

①林道の復旧 

○国庫補助の対象となる林道の復旧（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

事業名 事業箇所 工事着手 復旧箇所 事業費 

林道復旧事業（国庫） 19 路線 18 路線 9 路線 114,682 千円 

○市単独事業となる林道の復旧【平成 31（2019）年 3月完了】 

事業名 事業箇所 工事着手 復旧箇所 事業費 

林道復旧事業（市単） 21 路線 21 路線 21 路線 110,541 千円 

②森林作業道等の復旧 

○森林作業道等の復旧（平成 31（2019）年 3月 31 日現在）  

事業内容 復旧箇所 補助額 

作業道の復旧（公共造林事業） 0 路線 0 円 

鳥獣害防止施設の復旧（公共造林事業） 0 箇所 0 円 

基幹作業道等の復旧（県単事業） 2 路線 893 千円 

③林地及び林業用施設の復旧 

○林地及び作業道等の復旧に対する支援（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

事業名 復旧箇所 補助額 

林地復旧事業 13 箇所 8,999 千円 

林業用施設復旧事業 39 箇所 34,142 千円 

④小野地区治山堰堤取付水路整備事業 

○土石流発生地域の水路改良復旧（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

内  容 完了予定 

小野地区治山堰堤取付水路の改良復旧 平成 31（2019）年 12 月完了予定 

 

(３)災害に強い森林づくり  

○流木被害対策事業（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

平成 29（2017）年度整備箇所：5箇所（小野川流域他） 

平成 30（2018）年度整備箇所：4箇所（鶴河内川流域他） 
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４ その他施設の復旧  

 

(１)観光施設の復旧  

○小野川自然プールの復旧 

内  容 完了年月 

プール内の堆積物の撤去 平成 30（2018）年 7月完了 

護岸改修に合わせたプール等の改修 平成 30（2018）年 7月完了 

○小野民芸村の復旧 

内  容 完了年月 

土砂の撤去、施設の修繕 平成 29 年 8 月完了 

 

(２)多目的交流館の復旧  

○羽田多目的交流館の復旧 

内  容 完了年月 

グラウンドの土砂撤去及びフェンスの復旧 平成 29 年 12 月完了 

○小山多目的交流館の復旧 

内  容 完了年月 

落雷により不具合が生じた火災受信機の復旧 平成 29 年 9 月完了 

 

(３)防災行政無線の復旧  

内  容 完了年月 

中継局の復旧工事及び避雷対策 平成 30（2018）年 6月完了 

 

(４)水郷テレビの復旧  

・平成 29年 7月 20 日までに 4地区（小野・大鶴・三花・東有田）、14 箇所で発生した光

ケーブル断線等の応急復旧工事を終了。 

・住宅が全壊等となった加入者宅については、住宅再建に合わせ申請に基づき個別対応。 

・本復旧工事については、共架している九州電力等の電柱復旧工事に追従して随時実施

する。 

○光ケーブル断線等の復旧状況（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

被害箇所数 
 

応急復旧 本復旧完了 

14 箇所 5 箇所 9 箇所 
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(５)市有財産（土地）の復旧  

内  容 完了年月 

貸し付けている市有財産（土地）の埋戻し、

ブロック積、コンクリート擁壁などの復旧 
平成 30（2018）年 1月完了 

 

 (６)自治公民館等の復旧  

九州北部豪雨による自治会共有施設の被害状況  19 件 

公民館建物：9件（床上浸水 8、屋根破損 1） 

設備      ：4件（水道管破損 2、エアコン室外機破損 1、備品流失 1） 

防犯灯    ：4件（防犯灯流失 3、防犯灯破損 1） 

道路・広場：2件（土砂流入 1、道路崩壊 1） 

 
小野 
地区 

大鶴 
地区 

夜明 
地区 

東有田 
地区 

西有田 
地区 

光岡 
地区 

朝日 
地区 

合計 

公民館建物 3 3 1   1 1 9 

設 備 1 1   1  1 4 

防 犯 灯  2  1  1  4 

広場・道路 1      1 2 

○自治会活動等推進事業補助制度【平成 30（2018）年 11 月完了】 

公民館建物 設備 防犯灯 広場・道路 実績合計 

9 件 4 件 4 件 2 件 19 件 

○原材料等の支給による自治公民館等の復旧や改修の支援 

【平成 30（2018）年 11月完了】 

件 数 1 件 

 

 (７)公園施設の復旧  

・被災公園 11 公園 13箇所 

内  容 公園数 完了年月 

崩土除去 7 公園 平成 29 年 12 月完了 

災害復旧工事 6 公園 平成 29 年 12 月完了 

 

(８)市営住宅の復旧（土砂撤去） 

内  容 完了年月 

城内団地、丸の内住宅、北友田住宅に流入した

土砂撤去 
平成 29 年 8 月完了 
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５ 公共交通の復旧  

 

(１)被災と対応状況  

①ＪＲ久大本線【平成 30（2018）年 7月完了】 

○光岡駅～日田駅間のバスによる代行輸送の実施 

花月川橋梁の流失により光岡駅～日田駅間が不通のため、ＪＲ九州がバスによる 

代行輸送を行う。 

②ＪＲ日田彦山線 

○添田駅～日田駅間のバスによる代行輸送の実施 

橋桁の損傷や線路への土砂流入等により添田駅～夜明駅間が不通のため、ＪＲ九州が

バスによる代行輸送を行う。 

○大鶴地区における乗合デマンドタクシーの運行 

大鶴地区－夜明駅まで対象エリアを広げ、代行輸送バスの時刻に合わせて乗合デマン

ドタクシーを運行する。 

③日田バス小鹿田線 

○日田バス小鹿田線の運行を再開する【平成 30（2018）年 1月完了】 

県道宝珠山日田線の通行止めに伴い、日田バス小鹿田線が運行停止となっているため、

通行止めの解除に合わせて運行の再開を働きかける。なお、運行再開までの間、乗合

デマンドタクシーを運行。 

 

(２)復旧に向けて  

①ＪＲ久大本線【平成 30（2018）年 9月完了】 

平成 30（2018）年 7月 14 日 全線開通 

②ＪＲ日田彦山線 

復旧の目途がたっていないため、沿線の自治体や大分県、福岡県とも連携し、ＪＲ九州

に対して鉄道による早期復旧を働き掛ける。また、復旧するまでの間は、住民生活の利

便性の低下を可能な限り抑制するため、乗り合いデマンドタクシーの運行を始めとして

公共交通の確保に努める。 
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６ 内水対策  

 

① 排水ポンプの配備（仮設）【平成 30（2018）年 6月完了】 

設置箇所：6箇所、機動用排水ポンプ１基（待機） 

設置場所：平成 30（2018）年度花月川両岸 

運用方法：業者委託し出水時に即応できる運用体制とする 

②雨水貯留施設の整備  

平成 29（2017）年度 中城グラウンド【平成 30（2018）年 3月完了】 

工事費 25,404,000 円 

平成 30（2018）年度以降 他の箇所について事業効果等を検討し整備 

③日田市雨水対策基本計画の見直し【平成 30（2018）年 3月完了】 

平成 26年に策定した雨水対策基本計画について、雨水検討部会を設置し、見直を行った。 

事業費 8,158,320 円 
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Ⅴ 復旧・復興に係る人的支援・財政対策 

 

 

１ 人的支援  

 

(１)人的支援（完了） 

①初期災害復旧に係る職員派遣 

○県内の職員派遣（平成 29 年 7 月 6 日～8月 7日） 

県職員 

業務内容 支援場所 職 種 
延べ応援 

人数（人） 

避難者の健康支援、一斉戸別訪問 避難所等 保健師 49 

避難所の運営支援、聞き取り調

査、ペット状況調査等 
避難所 事務等 97 

ボランティアセンター運営支援 ボランティアセンター 事務 36 

災害時公衆衛生対策業務 

（DHEAT） 

避難所、被災者の住宅

等 

医師・保健師・獣医

師 
15 

医療ニーズ・保健衛生状況把握の

ためのリエゾン 

自衛隊本部・日田玖珠

広域消防本部 
事務 6 

家屋に係る被害調査 

被災個所 

建築・事務 16 

農地・農業用施設に係る被害調査 農業土木 36 

治山・林道に係る被害調査 林業 15 

援農隊 農業等 82 

  計  352 

 

県内市町村職員 

業務内容 派遣市町村 職 種 
延べ応援 

人数（人） 

避難者の 

健康支援 

大分市、別府市、臼杵市、豊後高田市、杵築市、宇

佐市、由布市、国東市、日出町、九重町、玖珠町 
保健師 33 

家屋に係る

被害調査 

大分市、別府市、由布市、 

姫島村、九重町、玖珠町 
事務等 24 

  計  57 
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○その他の関係機関からの派遣 

派 遣 元 派遣期間 応援人数 

県職員（情報連絡員）  平成 29 年 7 月 5 日～ 

7 月 17 日 

延べ 34 人 

国土交通省職員 緊急災害対策派遣隊 

（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）   

平成 29 年 7 月 6 日～ 

8 月 9日 

延べ 770 人・日 

国土交通省職員 災害対策現地情報連絡員 

（リエゾン）   

平成 29 年 7 月 5 日～ 

8 月 9日 

延べ 59 人・日 

②復旧工事に係る職員派遣 

県職員 

職種 業務内容 派遣期間 
応援人数 

（人/日） 

農業 

土木 

工法決定等の技術支援、査定設計書の作成支援・積算支援・

チェック、査定現地支援、朱入れ設計書の作成支援、発注設

計書作成支援 

H29.8.28 

～H29.11.30 4 

林業 工法決定等の技術支援、査定設計書の作成支援・積算支援・

チェック、計画概要書の作成支援、査定現地支援、朱入れ設

計書の作成支援、発注設計書作成支援 

H29.8.16 

～H30.3.31 4 

土木 工法決定等の技術支援、査定設計書の作成支援・積算支援・

チェック、査定現地支援、朱入れ設計書の作成支援、発注設

計書作成支援 

H29.8.21 

～H29.11.17 3 

 

県内市町村職員 

職種 業務内容 派遣市町村 派遣期間 
応援人数 

（人/日） 

農業 

土木 

工法決定等の技術支援、査定設計

書の作成支援・積算支援・チェッ

ク、査定現地支援、朱入れ設計書

の作成支援、発注設計書作成支援 

大分市、別府市、国東

市、宇佐市、杵築市、

津久見市、豊後高田市 

H29.9.1 

～H29.9.30 
4 

H29.10.1 

～H29.11.30 
3 

H29.12.1 

～H29.12.31 
4 

土木 工法決定等の技術支援、査定設計

書の作成支援・積算支援・チェッ

ク、査定現地支援、朱入れ設計書

の作成支援、発注設計書作成支援 

大分市、別府市、佐伯

市、宇佐市、日出町、

九重町 

H29.8.21 

～H29.10.20 
5 
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③県外応援職員の受け入れ 

県外市町村職員 

職種 業務内容 派遣市町村 派遣期間 
応援人数 

（人/日） 

農業 

土木 

工法決定等の技術支援、査定設計

書の作成支援・積算支援・チェッ

ク、査定現地支援、朱入れ設計書

の作成支援、発注設計書作成支援 

兵庫県養父市 

(嚶鳴協議会会員) 

H29.8.28 

～H29.9.27 
4 

H29.10.2 

～H29.10.27 
2 

熊本県菊池市 H29.11.20 

～H29.12.1 
1 

H29.12.4 

～H29.12.8 
2 

H29.12.11 

～H29.12.15 
1 

 

(２)他自治体への積極的な職員派遣  

今回の災害においては、発災直後の緊急対応や国の災害査定事務等の広範囲に及ぶ業務

に対し、県内外の多くの自治体から職員の派遣をいただき、迅速な災害対応を図ること

ができた。 

 今後は、災害対応で培った経験を生かし、被災自治体への支援を行うため、広く他市等

との応援協定を進めていくとともに、国・県・他市等からの派遣要請については人員調

整を行い積極的な職員派遣を行っていく。 

 

○被災自治体への人的支援実績（平成 31（2019）年 3月 31 日現在） 

災害名 
派 遣 

市町村 
支援業務 派遣期間 

支援人数 

（人/日） 

平成 29 年 

台風第 18 号 

大分県 

津久見市 

補給・給水業務 H29.9.18～H29.9.22 2 

家屋被害状況調査 H29.9.24 3 

H29.10.2～H29.10.9 1 

ボランティアセンター支援業務 H29.9.29～H30.10.5 1 

住宅再建支援金受付業務 H29.10.26～H29.10.30 1 

平成 30 年 

7 月豪雨 

愛媛県 

宇和島市 

補給・給水業務 H30.7.11～H30.7.17 4 

廃棄物処理業務 H30.8.9～H30.8.10 2 
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２ 財政対策  

 

(１)財政対策  

①災害救助法の適用による財政負担の軽減【完了】 

・救助対策に係る費用負担（全額日田市→日田市負担ゼロ） 

・救助内容：避難所の設置、食料品・飲用水、被服、寝具、医療、住宅応急修理、障害

物の除去等 

②普通交付税の繰上げ交付による財源確保【完了】 

851 百万円（平成 29 年 7月 14 日交付、9月交付予定額の一部を前倒） 

③激甚災害の指定による補助事業の補助率増嵩申請【完了】 

平成 29 年 8 月 8 日閣議決定、8月 10 日公布・施行 

④国庫補助負担金・特別交付税等の要望【完了】 

・被災地域の財政負担軽減のため、国庫補助負担金や特別交付税を始めとした地方財政

措置による十分な財政支援を、全国市長会や大分県を通じて国に要望。 

⑤農地等小災害復旧事業債の適用【完了】 

・農家個人が行う小規模な農地及び農業用施設の復旧事業への日田市補助金に対して、

特例とし農地等小災害復旧事業債（対象工事費 13 万円以上 40 万円未満）が適用され

ることと併せて、申請書類の簡素化など柔軟な対応が可能となった。 

⑥基金の活用等 

・本計画を実施するための財源については、国・県の補助、起債の充当などの他、市の

財政調整基金を積極的に活用。 

・将来の災害発生に備え、復旧・復興関連事業に活用するための災害対策基金（当初積

立額 3億円、積立目標額 15 億円）を設置。 

平成 29（2017）年度積立額 3億円 

平成 30（2018）年度積立予算額 3億円 

（平成 31（2019）年 5月 31 日時点の累計積立予定額 6億円） 

 

 


